
　　お問合せ先：048-258-1110（市役所代表）
　　人事・給与…職員課（内線2251）・定員管理…行政管理課（内線2236）・公平委員会（内線2401・2402）

１　職員の任免の状況

(注) （　）内は女性数であり、内書きです。

　(2) 再任用の状況

再任用職員とは、高齢者雇用の推進等のため定年退職者等のうち改めて採用される職員です。
任用形態

区分
行政職・保育士・消防職 等

医師
医療技師

教育職

第１編　各任命権者からの報告の概要

第１章　職員の任免・職員数の状況

学校事務職

現業職

140 人 （

人数

44 人）  

看護師・助産師・保健師

合計

区分

8 人 （

人数

5 人）  
64 人）  
3 人）  

72 人 （

286 人 （
7 人 （

3 人 （
19 人）  

19 人 （

人事行政の運営等の状況について公表します。

  (1) 採用の状況（平成21年度）

　 川口市では、職員数や給与、定員管理その他の人事行政の運営等の状況についてみなさんに
 知っていただくために、次のとおり公表します。

144 人）  
6 人）  

3 人）  

37 人 （
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(注) 任期更新された職員を含みます。

(注)１　上記の職員数は、川口市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

任用形態

2級

1,371 人 

26 人 
63 人 

人数

標準的な職務内容
1.9 ％ 
4.6 ％ 

137 人 

区分

平成21年度

構成比職員数

89 人 

　(3) 一般行政職の級別職員数の状況（平成22年4月1日現在）

短時間勤務職員

7級
6級

304 人 

 主事・技師の職務
402 人 

242 人 
110 人 

1級

 課長補佐・副主幹の職務
 係長・主査の職務

5級

　　３　埼玉県条例が適用される学校事務職 12人は除いています。

135 人 

区分

4級
3級  主任の職務

8級  部長・理事の職務
 次長・参事の職務

29.3 ％ 
9.8 ％ 
6.5 ％  主事補・技師補の職務

合計

8.0 ％ 
17.7 ％ 
22.2 ％ 

 課長・主幹の職務

100.0 ％ 

1級 89人 1級 99人

2級 135人 2級 127人
2級 200人

3級 402人 3級 403人 3級 449人

4級 304人 4級 330人 4級 379人

5級 242人 5級 244人 5級 292人

6級 110人 6級 114人 6級 112人

7級 63人 7級 59人 7級 65人

8級 26人 8級 30人 8級 30人

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

8級

7級

6級

5級

4級

3級

2級

1級

一
般
行
政
職
の
級
別
職
員
数
の
状
況 1級 89人 1級 99人

1級 16人0%

H22.4.1の構成比 H21.4.1の構成比 H17.4.1の構成比

況

（1年前） （5年前）
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1 2 10 4 1

19 54 4 11 1 5
1 1

35 7 131

19 1 56 14 50 10 137

(注)１　（　）内は女性数であり、内書きです。
　　２　再任用職員については、翌年度再任用（任期更新）された職員も含まれています。

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 　(各年4月1日現在、単位：人）

32

181

130
18

労働
農林水産

小計
特別行政部門

商工
土木

7 

486 
1 025 ▲151 010

▲14 
▲32 

▲4 

16 15 

▲11 528 

▲1 

1,774 1,806 
539 教育

消防

小計

平成22年

▲2 

対前年
増減数

0 
▲6 
▲6 

(156)468(0)

職員数

(29)(27)

主な増減理由

(6)(4)

0 7 

職員配置見直しによる減
職員配置見直しによる減

4 

平成21年

379 

(54)

482 

16 16 

585 
121 

363 

385 

(2)

２　定員管理の状況

263 

581 

249 

▲7 

勧奨退職

学校
事務職

助産師

定年退職

(34)

一般行政部門

計

356 衛生

　　区　分

税務

議会
総務企画

127 

任期満了

　部　門

48 

民生

  (4) 職員の退職の状況（平成21年度） 

保健師
計

46 

　消防職等

行政職
（単位：人）

教育職
看護師

事　由
医師

区　分
保育士 再任用医療技師

(16)
(9)

分限免職・失職
死亡退職

(2)

(0)1

普通退職 (9) (52)

(0)

(0)(0)

(1)

(3)

(2)

(70)
(0)
(0)
(56)

2
1
173

126(0)(0)(4)
18

(2) (0) 148

(6)(21) (29)

職員配置見直しによる減

業務増による増
職員配置見直しによる減

(21)
(9)

消防組織の見直しによる減

職員配置見直しによる減
職員配置見直しによる減

職員配置見直しによる減

現業職
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(注)１　職員数は一般職（教育長を除きます。以下特に記載がない限り、一般職に関する数値については、
　　　教育長を除いたものとしています）に属する職員数であり、地方公務員の身分を有する休職者、派
　　　遣職員等を含み、臨時又は非常勤職員は除いています。
　　２　〔　〕内は、条例定数の合計です。

23歳

　(2) 年齢別職員構成の状況（平成22年4月1日現在）

区分

職員数（人）

その他

小計
病院

▲5 

構成比（％）

20～ 24～

1,025 

165 

3,902 

▲15 

〔4,024〕

102 

1,071 

729 
98 

1,010 

75 

1,063 

27歳

70 
164 

小計

合計

公営企業等
会計部門

水道

3,847 

下水道
▲1 

〔4,024〕

28～

346
11.0

▲8 

51歳

731 
▲4 

47歳
40～

2 

▲55 

346
6.0 9.0

(注) 年齢は実年齢です。なお、他の項目に記載する年齢はすべて満年齢です。
0.3

3,847392 303

44～

5
100.0 0.19.0

以上
32～ 36～
35歳 55歳43歳

52～ 56～

477
31歳

230 318
11.2

562
未満 39歳

48～

14.6
432

20歳

10.2 7.9
13

12.4

59歳
60歳

〔0〕

8.3
423

計

職員配置見直しによる減
業務委託による減
職員配置見直しによる減

医療体制充実による増

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

20歳未満 20～23歳 24～27歳 28～31歳 32～35歳 36～39歳 40～43歳 44～47歳 48～51歳 52～55歳 56～59歳 60歳以上

H22.4.1

(構成比) 

H17.4.1

(5年前の構成比) 

年
齢
別
職
員
構
成
の
状
況
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　(3) 定員適正化計画の数値目標及び実施結果
　　①　平成22年4月1日現在における定員の数値目標

　　②　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要 （各年4月1日現在、単位：人）

(注) 計画期間は、平成18～22年の5年間です。

　　＜定員適正化計画の見直しについて＞

　　＜見直し内容＞

　　＜参考　年次別職種別職員の増減数＞
区分 増減率増減計18年度

安全で質の高い医療サービスを提供するために、平成21年度から医療センターにおける看護
体制を10対1から7対1に変更することになりました。そのために、医療職、特に看護師を大幅
に増員する必要があることから、平成20年9月に定員適正化計画を見直しました。

医療センターの医療職を平成17年4月1日と比較して73人の増員とし、その他の職は計画策定
当初と同様に対象職員の5％にあたる167人の減員とします。このことから、定員適正化計画
における市全体の数値目標を3,871人と定め、計画終期（平成22年4月1日）に向けて94人の減
員を目指しました。

20年度 22年度

部門

17年度 19年度

▲43 

平成17年

医療の充実を図るため、医療センターの医療職を平成17年4月1日現在と比較して73人の増員
とし、その他の職を167人の減員とすることから、市全体の平成22年4月1日現在の職員数を
3,871人（平成17年4月1日現在と比較して94人の減）としました。

427

21年度

3,871
▲55 ▲118 

3,965 3,847
0 ▲15 

数値目標22年計
81

4年計

▲94 
51 52 94 26

99

3,902

86

2年目 3年目

▲5 

区分 平成19年

3,922 3,9073,965

計画前年

67

全部門

平成18年

5年計1年目
減員
増員

職員数

94

3,847

平成18～ （参考）平成22年

差引
309

86

平成21年平成20年
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＋7.9％

▲5 ▲55
3,847

▲6

▲ 118

区分

 医療センターの
 医療職

医療センターの
医療職以外の職

 職員総数

増減率

▲168
3,165

▲43
3,965 3,965 3,922 3,907

▲15

＋2

増減計
679 682

＋50

▲41 ▲58

▲2

18年度

3,333 3,335 3,298 3,264 3,223

630 624 643632

3,902

20年度

±0

22年度

▲34

17年度

＋19 ＋36

▲37

▲3.0％

▲5.0％

19年度 21年度

＋3
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1　職員の給与の状況（総括）
　(1) 人件費の状況（普通会計決算） （単位：千円）

(注) 人件費は、特別職、議員及び教育長の人件費を含んだ額です。

　(2) 職員給与費の状況（一般職）

(注)１　上記には、教育長を含みません。また、職員数には、再任用短時間勤務職員を含みません。
　　２　職員手当には、期末・勤勉手当及び退職手当を含みません。
　　３　類似団体とは、人口規模、産業構造が類似している団体として、総務省が示している団体です。
　　　川口市の場合は、全国の特例市が類似団体です。

(注) ラスパイレス指数とは 国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数

7,001 

B
職員手当 期末・勤勉手当 計

3,748,629

100.3 

22,813,676

職員数

第２章　職員の給与の状況

全国市平均

普通会計決算
2,784人

7,697,657 

平成22年度

平成21年度

区分 給料

区分

平成21年度

A

13,524,628

99.3 
97.3 

495,110 人 

住民基本台帳人口 歳出額

(平成17年)

3,026人

平成22年

　(3) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

11,602,518

一般・特別会計当初予算

A
141,236,803

(平成21年度末)

人件費
B

一人あたり
給与費

人件費率
B/A

5,540,419

(参考)平成20年
度の人件費率

19,490,712

給与費

B/A

7,539 

（単位：千円）

実質収支

6,691 

98.8 

3,195,304

(参考)類似
団体一人あ
たり給与費

区分

川口市
県内市平均
類似団体平均 100.3 

97.6 

103.4 

５年前

99.8 

21.8 ％ 20.3 ％ 28,737,682

4,692,890
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(注) ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数
　 です。

　（参考）地域手当補正後ラスパイレス指数

(注) 「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家
 　公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正（平

パイレス指数です。

（平成22年4月1日現在）106.3 

　 成22年4月1日現在における団体の市の支給率と国制度の支給率により算出）したラス 

平成22年

103.4 

平成22年

99.8 

平成22年

100.3 

平成22年

98.8 

平成17年

（5年前）

100.3 

平成17年

（5年前）

97.3 

平成17年

（5年前）

99.3 

平成17年

（5年前）

97.6 

96.0 

97.0 

98.0 

99.0 

100.0 

101.0 

102.0 

103.0 

104.0 

川口市 県内市平均 類似団体平均 全国市平均

平成22年

平成17年

（5年前）

ラ
ス
パ
イ
レ
ス
指
数
の
状
況
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　　①　一般行政職

　　②　現業職

※　民間データは、賃金構造基本統計調査に公表されているデータを使用しています。

403,778 円 355,552 円 
415,046 円 
（国ベース）

－

民間対応類似職種

450,340円

埼玉県 53.5歳
284,514円

347,333 円 

廃棄物処理業従業員

42.6 歳 

49.3歳

調理士

3,955人 

平均給与月額

自家用乗用自動車運転者

対応類似職種

守衛

294,000円

3,643,300円
3,289,600円うち守衛

44.6歳

52.1歳 264,000円

44.1 歳 447,648円

区分
民 間

平均年齢
（Ｃ）

　(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成22年4月1日現在）

281,200円

327,511円

267人 

平均給与月額

4,085,100円
40.6歳

1.88

3,879,700円

59.8歳 236,000円

391,770 円 

（Ｄ）

372,307円

1.42

公務員

8,766,869円

－

335,298円

Ｃ／Ｄ

平均給与月額
平均給与月額
（国ベース）

417,107円

4人 
403,078円

67人 286,343円

284,200円

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

322,291円

360,890円

48.9歳 353,950円 595,582円

41.9 歳 325,579 円 

6,342,546円
6,629,117円 1.62

うち清掃職員
うち学校給食職員
うち自動車運転手 2人 

職員数 平均給料月額

川口市

区分
平均年齢

公務員

41.8歳 310,477円

419,828円
335,075円

（参考）年収ベース(試算値)の比較

372,506円
405,527円

41.3歳

42.1歳

365,484円 421,134円565人 

409,517円

396,116円
318,791円

31人 
うち守衛

40.3歳
163人 

6,188,316円

5,502,521円
うち清掃職員
うち学校給食職員

川口市

319,504円42.8歳

2.41うち自動車運転手

区分

川口市
埼玉県
国

国

うちその他
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※　民間デ タは、賃金構造基本統計調査に公表されているデ タを使用しています。

※　年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間(Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したも
　のに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年
　間賞与の額を加えたものです。
※　公務員の職種と民間の職種等については、川口市が正規職員のみを対象としているのに対し、民
　間データは短期雇用のアルバイト等の非正規職員や派遣職員も含んでおり、平均年齢のほか、経験
　年数、業務内容、雇用形態等が一致しておらず、さらに平均給与月額（国ベースを除く）及び年収
　については、時間外勤務手当等も算入されていることから、単純に比較することはできません。

　　③　教育職

　　④　企業職

　　　です。なお、国については俸給（本俸）の平均額です。
　　２　「平均給与月額」とは、給料の月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務
　　　手当などの諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされている
　　　いるものです。
　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国が公表している国家公務員の平均給与月額には時間外
　　　勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで
　　　再計算したものです。
　　３　上記には、再任用短時間勤務職員は含まれていません。

平均年齢

326,380 円 

506,688 円 

395,754 円 

43.9 歳 

45.4 歳 

38.2 歳 

うち看護師等
40.1 歳 

480,534 円 

川口市

うち企業行政職

439,117 円 

471,222 円 
980,840 円 

405,185 円 

(注)１　「平均給料月額」とは、平成22年4月1日現在における各職種ごとの職員の給料（基本給）の平均額

382,780 円 

平均給料月額 平均給与月額

34.3 歳 
370,093 円 

45.4 歳 

288,365 円 

44.5 歳 

21年の埼玉県（廃棄物処理業従業員は全国）における3ヶ年平均)

43.8 歳 

380,694 円 

330,721 円 

うち企業現業職

442,519 円 

平均給与月額区分 平均年齢
488,207 円 

平均給料月額

322,087 円 

　（平成19～

区分

川口市
高等学校
幼稚園

うち医師
うち医療技師
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(注) 上記の一般行政職・企業職の初任給の額は、学校事務を除く事務・技術系職員の額です。

(注) 上記のうち、企業職については、医師を除いています。また、企業職の高校卒・経験年数10年の欄
　 については、該当者がいないため、高校卒・経験年数9年の職員の平均給料月額を記載しています。

　(4) 昇給への勤務成績の反映状況
勤務成績の昇給への反映については、勤務評定（第６章の２に記載）による場合を除き、実施していま

せん。

３　職員の手当の状況（一般・特別会計）
　(1) 期末手当・勤勉手当

勤勉手当

一人あたり平均支給額（平成21年度）

勤勉手当期末手当
1,690 千円

支給期

企業職
高校卒 230,000 円 268,900 円
大学卒 370,140 円256,488 円

365,729 円

150,500 円
―
―

経験年数15年経験年数10年 経験年数20年

―

150,500 円 162,300 円

310,442 円

大学卒
大学卒
高校卒

199,700 円

305,828 円

　(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成22年4月1日現在）
区分

高校卒 146,700 円

―
181,200 円 196,800 円 ―

162,300 円

214,000 円 ―
137,200 円

194,500 円 ―181,200 円 ―

大学卒
高校卒 150,500 円 162,300 円

初任給 ２年後の給料
181,200 円
140,100 円

国

200,000 円181,200 円

支給期

257,183 円

期末手当

現業職
299,786 円
276,820 円

国

327,820 円

325,488 円

大学卒

企業職

川口市

196,800 円
初任給

区分

一般行政職

川口市

149,800 円
大学卒

236,883 円
高校卒 268,900 円

一般行政職

現業職

教育職(高等学校)

高校卒
223,667 円

　(2) 職員の初任給の状況（平成22年4月1日現在）

２年後の給料

年度
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有 有

　  2　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

(1.45月分)
（加算措置の状況）

0.7月分

0.7月分
(0.3月分)

勤勉手当 勤勉手当期末手当
1.25月分
(0.7月分)

0.65月分

12月期
(0.4月分)

0.7月分

1.4月分

６月期

12月期

計

(0.8月分) (0.3月分)
1.35月分

1.5月分
(0.4月分)(0.8月分)

1.25月分

1.35月分

0.7月分

2.75月分

計

(0.65月分) (0.35月分)

2.6月分

(0.7月分)(1.5月分)

(0.65月分)
1.35月分

1.5月分 0.7月分

2.6月分

(0.65月分)
1.35月分

(0.35月分)
0.65月分

1.4月分

12月期

(0.7月分)

(0.8月分)

支給期

2.75月分
(1.5月分)

計

0.7月分
(0.3月分)

６月期
(0.7月分)

支給期 期末手当

（加算措置の状況）

計

12月期
(0.8月分)

1.25月分

1.25月分

(1.45月分)

職制上の段階、職務の級等による加算措置

(0.65月分)

(0.3月分)

６月期

職制上の段階、職務の級等による加算措置

(注)１　一人あたりの平均支給額は、平成21年度に一般職（再任用職員を除く）に支給された平均額です。

平成21年度

６月期

平成22年度
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　　２　自己都合には、傷病・死亡による退職を含みません。

(注)１　支給実績は、一般職支給額です。

 1,207,158 千円

375,711 円

なし

30.55月分

支給職員一人あたり平均支給年額（平成21年度）

59.28月分

勤続20年
勤続25年

なし
勧奨については
定年残年数1年
につき2％を加算

支給対象

勤続20年

勤続35年

なし

　(3) 地域手当（平成22年4月1日現在）

4,330 千円 

支給率

　(2) 退職手当（平成22年4月1日現在）

なし

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

全職員

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

区分 勧奨・定年自己都合
国

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

勤続35年

公営企業以
外の全部局

支給対象職員数

3,200 人

29,621 千円 5,768 千円 

市長事務
部局

支給実績（平成21年度一般・特別会計決算）

9 ％

勧奨については
定年残年数1年
につき2％を加算

なし退職時特別昇給

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

川口市
勧奨・定年

23.5月分
33.5月分

なし

29,787 千円 

　　２　支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を平成21年4月1日現在の一般職の地域手当支給対

退職時特別昇給

23.5月分
33.5月分 41.34月分

その他の
加算措置

47.5月分
59.28月分
59.28月分

加算措置

30.55月分

59.28月分最高支給率 59.28月分
47.5月分

加算措置

最高支給率

象職員数（再任用職員を含む）で除した額です

自己都合

59.28月分

(注)１　一人あたりの平均支給額は、平成21年度に退職した一般職に支給された平均額です。

その他の
加算措置

勤続25年 41.34月分

一
人
あ
た
り

平
均
支
給
額

区分

国の制度(支給率)

6％（指定官署10％、医師14％）
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　　３　国の制度では、平成22年度での制度完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げ
　　　ることとされています。

下水道業務手当

自動車運転業務
手当

　(4) 特殊勤務手当（平成22年4月1日現在）

沈砂池の清掃作業、
汚泥処理作業、
下水管の清掃、取付作業
その他下水処理業務

沈砂池の清掃作業等
 　　　　 1日570円
その他下水処理業務
  　　　　1日210円

1日440円
道路、橋りょうの補修、
舗装、護岸工事等の
土木作業

土木作業手当

健康増進部保健衛生課職員、
経済部グリーンセンター職員

福祉部生活福祉課職員

防疫作業手当

行旅病人
  　　　1回1,640円
行旅死亡人・変死人
  　　　1体2,590円

感染症、植物等の
防疫作業

支給実績（平成21年度一般・特別会計決算）

行旅病人、行旅死亡人、
変死人の取扱業務

主な支給対象職員

1日320円

行旅死病人取扱
業務手当

 86,960 千円

手当の種類（手当数）

清掃業務手当

主な支給対象業務

34,290 円

13 種類

廃棄物の処理作業、
清掃業務

28.5 ％

廃棄物処理作業
 　　　　 1日210円
その他の清掃作業
 　　　　 1日210円

バス、清掃車、トラック
ショベルローダ、
ホイールローダ、
グレーダ、ブルドーザ、
その他特殊車、消防車の
運転業務

左記職員に対する
支給単価

環境部職員、
都市計画部公園課職員

建設部職員

下水道部職員、
建設部道路維持課職員

バス、清掃車 1日610円
トラック小型 1日520円
トラック大型 1日550円
　　　　　　　　　 等

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成22年度）

　　　象職員数（再任用職員を含む）で除した額です。

自動車運転業務に従事した職員

支給職員一人あたり平均支給年額（平成21年度）

手当の名称

運転業務

7/21



　　　く特殊勤務手当支給対象職員数（再任用職員を含む）で除した額です。

　　　員数の割合です。

出場手当

違反建築物、違法開発行
為に対する指導業務、是
正のための検査・指導

資格（建築主事、
電気主任技術者、
ボイラー・タービン主任技術者、
救急救命士）を要する
業務を実施する職員

1日250円

1日290円

1月4,000円

社会福祉事務所における
指導監督業務、わかゆり
学園における援護業務

1月5,000円

ガス・粉じん等の有害
物、高熱、騒音等を発散
する場所で行う調査・指
導業務

給食調理業務

建築主事の建築確認業
務、電気主任技術者の電
気工作物保安監督業務、
ボイラー・タービン主任
技術者のボイラ・タービ
ン保安監督業務、救急救
命士の救急業務

(注)１　支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を平成21年4月1日現在職員のうち管理職職員を除

消防職員
火災、救助、救急事故
その他災害等の出場業務

社会福祉事務所職員、
福祉部わかゆり学園職員

理財部職員、
健康増進部
　国民健康保険課職員

1日210円

建築指導等業務
手当

特殊資格業務
手当

都市計画部開発審査課職員、
同建築審査課職員

公害調査業務
手当

各 1月4,000円

調理業務手当

　　２　支給職員の割合は、一般・特別会計職員に対する平成22年5月（4月実施）の特殊勤務手当支給職

市税の滞納整理・滞納処
分事務

救急業務  1回330円
火災等の消防活動
 　　　　 1回520円
災害の救出救助業務・
潜水業務  1回700円

環境部職員

特定福祉業務
手当

給食センター及び
学校給食調理場の職員

市税事務手当
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　(5) 時間外勤務手当

(注) 職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を各年4月1日現在職員のうち時間外勤務手当支給対象職
　 員数（再任用職員を含み、教育職を除く）で除した額です。

部長      75,900円
次長      60,100円
課長      56,100円
課長補佐  47,100円

管理職手当

通勤相当額または
距離に応じた額
（最高支給限度額
月当たり55,000円）

国は、
 距離に応じた額の支
給区分が異なる

国の
制度
との
異同

国は、
 借家・借間 27,000円住居手当

408,625 千円 

職員一人あたり平均支給年額（平成21年度）

一般・特別会計
　　　　決算)

異なる

237,371 千円 

316,886 円

支給職員一人あた
り平均支給年額

支給実績

284,151 円

(平成21年度

異なる

同じ

内容及び支給単価
一般・特別会計)

347,907 千円 

267,181 千円 

233,338 円 
配偶者    13,000円
配偶者以外 6,500円

124,560 円 

 665,766 千円

職員一人あたり平均支給年額（平成20年度）

扶養手当

(平成21年度手当名 国の制度と異なる内容

　(6) その他の手当（平成22年4月1日現在）

国は、
 本省課長  139,300円
 本省室長   94,000円
 出先機関課長
　　　　　  55,500円

等

 749,435 千円支給実績（平成21年度一般・特別会計決算）

支給実績（平成20年度一般・特別会計決算）

86,411 円 

異なる

621,011 円 

通勤手当

借家・借間
（最高支給限度額）
          28,000円
持家　　 　6,500円

　　　　　　　　  等
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　（4月実施）、宿日直手当は10月（9月実施））の各手当支給職員数（再任用職員を含む一般職）で除し
　た額です。

４　特別職等の給料等の状況

副市長 942 000 円
給料

885 480 円（平成18年度から当分の間6％削減支給）
市長

休日の正規の勤務
時間に勤務した場合、
勤務1時間につき、
1時間あたりの給与額
の135/100

異動等による
遠距離単身赴任者
          23,000円
  （加算措置あり）

報酬等

単身赴任手当 58,000 円 

削減後の給料月額（削減期間、削減率）

宿日直手当

夜間勤務手当

正規の勤務時間と
して午後10時から
午前5時までの間に
勤務した場合、
勤務1時間につき、
1時間あたりの
給与額の25/100

区分

一般の宿日直
 　　　　  6,400円

異なる 19 千円 

1,146,000 円 

給料月額等

19,200 円 

125,908 円 同じ

給料・議員報酬月額

国は、
医師 当直　 20,000円
 　　常直　 21,000円
農場等　 　  5,100円
研修施設等   5,900円
一般の宿日直 4,200円

145,256 千円 同じ休日勤務手当

(注) 支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を平成21年4月（休日勤務手当・夜間勤務手当は5月 

　(1) 市長、副市長及び議員（平成22年12月1日現在）
　

 1,077,240 円（平成18年度から当分の間6％削減支給）

同じ

42,683 千円 

631,547 円 

58 千円 
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(注) 上記のほか、地域手当、通勤手当の制度があります（議長、副議長、議員を除く）。

(注)１ 病院事業管理者が医師である場合には、給料の調整額（給料月額の25%）が支給されます。
　　２ 上記のほか、地域手当、通勤手当の制度があります。

期末手当

728,000 円 

621,000 円 

合計　 3.7月分
議員

議長

副市長

　

942,000 円 
給料

退職時に、給料月額×勤続期間(在職年数)×支給率(100分の300)を支給

 885,480 円（平成18年度から当分の間6％削減支給）
議長

6月期　 1.8月分

   587,500 円（平成18年度から当分の間6％削減支給）
12月期　 1.45月分

任期ごとに、給料月額×勤続期間(在職年数)×支給率(100分の500)を支給

議員報酬
議員

水道事業管理者

退職手当
期末手当

給料

教育長

625,000 円 
病院事業管理者
常勤監査委員

区分

6月期　 1.55月分

給料月額
給料 給料月額等

12月期　 1.45月分6月期　 1.55月分 合計　 3.0月分

664,000 円 

市長

副議長

副市長
市長

副市長

削減後の給料月額（削減期間、削減率）

　(2) その他の特別職及び教育長（平成22年12月1日現在）

退職手当
任期ごとに、給料月額×勤続期間(在職年数)×支給率(100分の400)を支給

副議長 12月期　 1.9月分

814,000 円    765,160 円（平成18年度から当分の間6％削減支給）

合計　 3.0月分
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５　公営企業職員の状況
　(1) 上水道事業
　　①　職員給与費の状況
　　　ア　決算 （単位：千円）

(注) 職員給与費は、特別職に係る額を含みます。

　　　イ　予算（当初予算、一般職） （単位：千円）

(注)１　職員数には、再任用短時間勤務職員を含みません。
　　２　職員手当には、期末・勤勉手当及び退職給与金を含みません。

  　③　職員の手当の状況
　　  ア　期末手当・勤勉手当

川口市（企業職以外の職員）
一人あたり平均支給額（平成21年度）

1,690 千円
支給期

一人あたり平均支給額（平成21年度）

期末手当 勤勉手当

203,994 

526,650 

職員数

年度
1,933 千円

川口市（企業職　上水道事業）

給料

総費用に占める
職員給与費率

B/A

130,360 8,380 821,268 98 人 

区分

給与費

8.5 ％ 

486,914 
給与費  B/A

平成22年度

職員給与費

区分
職員手当

総費用

13,451,035 

支給期

期末・勤勉手当      計　  B

A

A

　　②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成22年4月1日現在）

勤勉手当期末手当

　　２　平均月収額は、平成22年度当初予算に計上された給与費（期末手当、勤勉手当等を含む）の

1,147,355 
B

平成21年度

(注)１　上記の基本給とは、一般職の給料、地域手当及び扶養手当の平成22年度当初予算合計額です。 

平均月収額
698,357 円46.8 歳  

基本給
550,839,000 円

一人あたり

純損益又は
実質収支

区分
川口市（企業職　上水道事業）

平均年齢

　　  予算額の合計額を平成22年度当初予算の一般職職員数（再任用短時間勤務職員を除く）で除した
　　　額をさらに12月で除した額です。
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有 有

　　２　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

勤続20年

1.25月分

　　　イ　退職手当（平成22年4月1日現在）

勧奨・定年

平成21年度

６月期

12月期

平成22年度

勤続35年

その他の
加算措置

最高限度額 59.28月分59.28月分

41.34月分

5,768 千円
一人あたり
平均支給額

退職時特別昇給

0.7月分

1.5月分

2.75月分

(0.7月分) (0.3月分)

支給期 期末手当 勤勉手当

(0.8月分)

(0.35月分)

勤続35年
33.5月分

(0.7月分)

支給期

(0.3月分)

自己都合

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

なし

23.5月分
勤続25年

1.5月分

退職時特別昇給なし

1.4月分
計

６月期

（加算措置の状況）

６月期

2.75月分

計

勤続20年

0.7月分

勤勉手当
0.7月分 0.7月分

0.7月分

1.4月分

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

その他の
加算措置

期末手当

なし

29,621 千円

なし

(注) 人あたり 平均支給額は 平成 年度に退職した 般職に支給された平均額です

3,669 千円 29,462 千円 
一人あたり
平均支給額

加算措置

59.28月分
47.5月分

最高限度額

自己都合

６月期

(0.8月分)

計

1.25月分

(0.4月分)

1.25月分

1.25月分

(1.45月分) (0.65月分)

1.35月分
(0.65月分)

(0.8月分)
0.65月分

(0.7月分)
0.7月分

12月期

勧奨・定年区分

0.65月分
(0.35月分)

12月期
(0.3月分)

23.5月分
区分

(1.5月分)

(0.65月分)

(0.7月分)

1.35月分

30.55月分

(1.5月分)

(注)１　一人あたりの平均支給額は、平成21年度に一般職（再任用職員を除く）に支給された平均額です。

2.6月分

なし

計

33.5月分
47.5月分

1.35月分
(1.45月分)

川口市（企業職　上水道事業）

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

59.28月分

なし

勧奨については
定年残年数1年
につき2％を加算

(0.8月分) (0.4月分)
12月期

30.55月分

(0.65月分)

(0.3月分)

41.34月分
59.28月分
59.28月分

勤続25年

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

川口市（企業職以外の職員）

勧奨については
定年残年数1年
につき2％を加算

加算措置

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

2.6月分

（加算措置の状況）

1.35月分

　　２　自己都合には、傷病・死亡による退職を含みません。
(注)１　一人あたりの平均支給額は、平成21年度に退職した一般職に支給された平均額です。
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(注)１　支給実績は、一般職支給額です。

　　　く特殊勤務手当支給対象職員数（再任用職員を含む）で除した額です。

　　　オ　時間外勤務手当

　　  エ　特殊勤務手当（平成22年4月1日現在）

 45,191 千円
　    ウ　地域手当（平成22年4月1日現在）

支給実績（平成21年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成22年度）

418,435 円

 3,871 千円

183,361 円

上水道作業手当

水道部給水管理課
現業職員

水道料金の
未収金収納業務

1日320円

支給職員一人あたり平均支給年額（平成21年度）

主な支給対象職員

支給実績（平成21年度決算）  15,219 千円

自動車運転業務手当

出張し水道料金の未収金
収納業務に従事した職員

1日440円

(注)１　支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を平成21年4月1日現在職員のうち管理職職員を除

　　２　支給職員の割合は、平成22年5月（4月実施）の特殊勤務手当支給職員数の割合です。

トラック小型 1日520円
給水車　　   1日610円
　　　　　　　　　 等

手当の種類（手当数）

手当の名称

支給対象
全職員 9 ％ 108 人

　　２　支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を平成21年4月1日現在の一般職の地域手当支給対

未収金収納業務手当

左記職員に対する
支給単価

支給実績（平成21年度決算）

　　　象職員数（再任用職員を含む）で除した額です。

9 ％

職員一人あたり平均支給年額（平成21年度）

主な支給対象業務

水道部給水管理課
現業職員

自動車運転業務

支給率 支給対象職員

46,639 円

3 種類
22.2 ％

支給職員一人あたり平均支給年額（平成21年度）

一般行政職の制度（支給率）

埋設管補修業務、
消火栓移設業務等
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(注) 職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を各年4月1日現在職員のうち時間外勤務手当支給対象職
　 員数（再任用職員を含む）で除した額です。

　 含む一般職）で除した額です。

99,499 円 

94,678 円 

7,960 千円 

借家・借間
（最高支給限度額）
          28,000円
持家　　 　6,500円
（新築後5年間は
  1,500円加算）

8,710 千円 

同じ

正規の勤務時間として
午後10時から午前5時
までの間に勤務した
場合に支給

部長      75,900円
次長      60,100円
課長      56,100円
課長補佐  47,100円

管理職手当

配偶者    13,000円
配偶者以外 6,500円

通勤相当額または
距離に応じた額
（最高支給限度額
月当たり55,000円）

15,748 千円 

183,361 円

15,867 千円 

(注) 支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を平成21年4月の各手当支給職員数（再任用職員を

 11,512 千円

137,053 円

0 千円 - 円

629,904 円 

244,108 円 

同じ

夜間勤務手当

(平成21年度)

支給実績

支給実績（平成20年度決算）

職員 人あたり平均支給年額（平成21年度）

同じ

住居手当

一般行政職
の制度との
異同

扶養手当

手当名 内容及び支給単価
(平成21年度決算)

支給職員一人あたり
平均支給年額

一般行政職
の制度と
異なる内容

通勤手当

職員一人あたり平均支給年額（平成20年度）

同じ

同じ

　　　カ　その他の手当（平成22年4月1日現在） 
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　  ④　定員適正化計画の数値目標及び進捗状況
　　  ア　定員適正化目標

　　  イ　平成22年4月1日現在における定員の数値目標

　　　ウ　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要 （各年4月1日現在、単位：人）

(注) 計画期間は、平成18～22年の5年間です。

　(2) 病院事業
　　①　職員給与費の状況
　　　ア　決算 （単位：千円）

(注) 職員給与費には、特別職に係る額を含みます。

　　　イ　予算（当初予算、一般職） （単位：千円）

給与費 B/A

平成21年度 14,287,663 

▲1 
103

部　門

区分
総費用

減員

114

A

公営企業等会計
（上水道事業）

2 

職員給与費

一人あたり

増員

112

45.8 ％ 46.6 ％ 

0 

計画前
（参考）

市全体の
定員適正化計画
(職員94人削減)
に含まれます。

数値目標

102

B

104

の職員給与費率

区分
職員数

職員手当A
給与費

▲1 

B/A

給料 計 B

純損益又は
実質収支

期末・勤勉手当

▲ 931,548 6,542,231 

総費用に占める
職員給与費率

(参考)平成20年度

職員数

差引 ▲2 ▲8 ▲16 
0 0 

98
▲4 

5年計 22年計
平成22年

4 

98

18 
4年計3年目

1 1 2 10 
1年目 2年目

市全体の数値目標に含まれます。

平成22年4月1日

数値目標
始期

平成18年4月1日

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年

終期
市全体の定員適正化計画（職員94人削減）に含まれます。

計画期間

区　分

0 

平成18～

2 
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(注)１　職員数には、再任用短時間勤務職員を含みません。
　　２　職員手当には、期末・勤勉手当及び退職給与金を含みません。

  　③　職員の手当の状況
　　  ア　期末手当・勤勉手当

有 有

２ （ ）内は 再任用職員に係る支給割合です

給与費 B/A
2,910,063 7,228 1,333,020 平成22年度 756 人 1,221,066 5,464,149 

職員手当

６月期
(0.65月分) (0.35月分)

0.65月分
(0.3月分)

(0.65月分)
1.35月分

12月期平成22年度

(0.65月分) (1.45月分)
2.6月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

(0.7月分)
1.25月分 0.7月分

計
2.6月分 1.35月分

(0.65月分)
６月期

1.25月分 0.7月分

0.7月分
(0.8月分) (0.4月分) (0.4月分)

計
2.75月分 1.4月分

(1.5月分) (0.7月分) (1.5月分)

６月期
1.25月分

(0.8月分)

0.7月分
(0.7月分) (0.3月分) (0.7月分) (0.3月分)

12月期
1.5月分

期末手当 勤勉手当

平成21年度

６月期
1.25月分 0.7月分

12月期
1.5月分 0.7月分

計

A 給料     計　  B期末・勤勉手当

1.35月分

(注)１　一人あたりの平均支給額は、平成21年度に一般職（再任用職員を除く）に支給された平均額です。

計
(1.45月分)

(0.8月分) (0.3月分) (0.8月分)
1.35月分 0.65月分

12月期

1,690 千円
支給期 期末手当

　　②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成22年4月1日現在）

年度
1,511 千円

勤勉手当

2.75月分 1.4月分

(0.35月分)

　　２　平均月収額は、平成22年度当初予算に計上された給与費（期末手当、勤勉手当等を含む）の

　　　額をさらに12月で除した額です。

支給期

一人あたり平均支給額（平成21年度） 一人あたり平均支給額（平成21年度）
川口市（企業職　病院事業） 川口市（企業職以外の職員）

　　  予算額の合計額を平成22年度当初予算の一般職職員数（再任用短時間勤務職員を除く）で除した

平均年齢 基本給 平均月収額
37.0 歳  3,279,080,000 円 602,309 円

(注)１　上記の基本給とは、一般職の給料、地域手当及び扶養手当の平成22年度当初予算合計額です。 
川口市（企業職　病院事業）

区分

　　２　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。
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　　２　自己都合には、傷病・死亡による退職を含みません。

(注)１　支給実績は、一般職支給額です。

215,097 円

一人あたり
平均支給額

　　　象職員数（再任用職員を含む）で除した額です。

5,768 千円

(注)１　一人あたりの平均支給額は、平成21年度に退職した一般職に支給された平均額です。

　    ウ　地域手当（平成22年4月1日現在）

　　  エ　特殊勤務手当（平成22年4月1日現在）

一般行政職の制度（支給率）

なし 退職時特別昇給 なし

29,621 千円

支給職員一人あたり平均支給年額（平成21年度）

9%（医師14%）

 131,209 千円

9 ％

 283,285 千円
支給職員一人あたり平均支給年額（平成21年度） 384,376 円

731 人

勧奨については
定年残年数1年
につき2％を加算

なし

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

その他の
加算措置

 26,057 千円
一人あたり
平均支給額

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

41.34月分
47.5月分 59.28月分

加算措置 なし
勧奨については
定年残年数1年
につき2％を加算

加算措置

勤続35年
59.28月分59.28月分

勤続25年 33.5月分 41.34月分 勤続25年

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

33.5月分

59.28月分 最高限度額 59.28月分

なし

30.55月分 勤続20年
勧奨・定年 自己都合

47.5月分 59.28月分 勤続35年

23.5月分 30.55月分
区分 自己都合
勤続20年 23.5月分

勧奨・定年
川口市（企業職　病院事業） 川口市（企業職以外の職員）

区分

　　　イ　退職手当（平成22年4月1日現在）

 1,280 千円

退職時特別昇給 なし

最高限度額

その他の
加算措置

支給対象 支給率 支給対象職員

　　２　支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を平成21年4月1日現在の一般職の地域手当支給対

全職員

支給実績（平成21年度決算）

支給実績（平成21年度決算）
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　　　く特殊勤務手当支給対象職員数（再任用職員を含む）で除した額です。

　　　オ　時間外勤務手当

(注) 職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を各年4月1日現在職員のうち時間外勤務手当支給対象職
　 員数（再任用職員を含む）で除した額です。

215,097 円
職員全体に占める手当支給職員の割合（平成22年度）

エックス線撮影、
透視の業務

1日320円

看護助手の汚物処理業務

トラック小型 1日520円
トラック大型 1日550円
　　　　　　　　　 等

夜間看護業務手当

医療センター職員 自動車運転業務

夜間救急業務夜間等救急業務手当

　　２　支給職員の割合は、平成22年5月（4月実施）の特殊勤務手当支給職員数の割合です。

支給実績（平成21年度決算）

看護師等の深夜業務

医療センター職員

医療センター看護部職員

検査科勤務手当
医療センター診療局
検査科職員

汚物処理業務手当 医療センター看護部職員

職員一人あたり平均支給年額（平成20年度）

 242,144 千円

(注)１　支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を平成21年4月1日現在職員のうち管理職職員を除

職員一人あたり平均支給年額（平成21年度）

支給実績（平成20年度決算）  250,317 千円

主な支給対象職員

1日250円

支給職員 人あたり平均支給年額（平成21年度）

437,616 円

396,957 円

自動車運転業務手当

医師・薬剤師
　　　 1日7,080円　等

6 種類

1日250円医療センター検査科業務

深夜勤務6時間以上
　　　 1回4,120円  等

手当の種類（手当数）
76.0 ％

主な支給対象業務
左記職員に対する
支給単価

エックス線業務手当

手当の名称

医療センター診療局
放射線科職員
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管理職手当 異なる

1,670,360 円 

694,760 円 

124,846 円 

146,992 千円 

通勤相当額または
距離に応じた額
（最高支給限度額
月当たり55,000円）

59,302 千円 同じ

一般行政職
では院長に
かかる手当
はなし

87,540 千円 

196,088 円 

同じ

通勤手当

扶養手当

(平成21年度)(平成21年度決算)

支給実績

　　　カ　その他の手当（平成22年4月1日現在） 

配偶者    13,000円
配偶者以外 6,500円

支給職員一人あたり
平均支給年額

一般行政職
の制度と
異なる内容

手当名 内容及び支給単価
一般行政職
の制度との
異同

174,925 円 

206,097 円 

同じ

48,433 千円 

宿日直手当

77,492 千円 同じ

夜間勤務手当

正規の勤務時間として
午後10時から午前5時
までの間に勤務した
場合に支給

同じ

129,476 千円 692,387 円 
医師　　　30,000円
薬剤師　　13,600円
その他 7 200円

一般行政職
ではすべて
6 400円

63,140 千円 

医師で一定年数内に
採用された職員
     　  159,100円
（最高支給限度額）

初任給調整手当

住居手当

借家・借間
（最高支給限度額）
          28,000円
持家　　 　6,500円

異なる

院長      77,300円
部長      75,900円
次長      60,100円
課長      56,100円
課長補佐  47,100円
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　 月実施））の各手当支給職員数（再任用職員を含む一般職）で除した額です。

　  ④　定員適正化計画の数値目標及び進捗状況
　　  ア　定員適正化目標

　　  イ　平成22年4月1日現在における定員の数値目標

　　　ウ　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要 （各年4月1日現在、単位：人）

(注) 計画期間は、平成18～22年の5年間です。
692 730 731

69 
差引

731職員数 677 677 672
54 

2 4 15 

0 ▲5 20 38 
20 

1 
5 

5年計

増員 2 2 

4年計 22年計 数値目標

公営企業等会計
（病院事業）

減員 2 7 0 市全体の
定員適正化計画
(職員94人削減)
に含まれます。

40 

部　門 計画前 1年目 2年目 3年目
区　分 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成18～ （参考）

終期
市全体の定員適正化計画（職員94人削減）に含まれます。

平成18年4月1日 平成22年4月1日

その他　　 7,200円 6,400円

(注) 支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を平成21年4月（夜間勤務手当、宿日直手当は5月（4

計画期間 数値目標

市全体の数値目標に含まれます。

始期
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１　勤務時間の概要

２　休暇制度の概要・種類等
　職員の休暇には、年次有給休暇・病気休暇・特別休暇・介護休暇・組合休暇があります。

　　　＜特別休暇の種類及び日数＞

第３章　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

　職員団体の業務又は活動に従事するために認められる無給の休暇です。

　特別の事由により職員が勤務しないことが相当である場合に認められる有給の休暇で
す。（次表参照）

裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判
所、地方公共団体の議会その他官公署へ出頭する場合

組合休暇

　職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ない
と認められる場合に、医師の証明に基づき最小限度必要と認められる期間をその治療に
専念させる目的で設けられた休暇です。

取得要件

　配偶者、子、職員又は配偶者の父母などの親族で負傷、疾病又は老齢により2週間以
上にわたり日常生活を営むのに支障がある者の介護をするため、勤務しないことが相当
であると認められる場合における無給の休暇です。

介護休暇

病気休暇

選挙権その他公民としての権利を行使する場合

女子職員の出産の場合

特別休暇

年次有給休暇
　労働基準法第39条の諸規定に従って与えられる有給による休暇であり、1年（年度）
につき最高20日間付与され、前年（年度）からの繰越分を含めると最高40日間となりま
す。

　職員の勤務時間は、1週間あたり38.75時間と定められており、原則、毎週月曜日から金曜日までの、それ
ぞれ午前8時30分から午後5時15分までの勤務となります。そのうち、午後0時から午後1時までの間は休憩時
間となっています。なお、一部の職場においては、その業務の実状に応じて勤務時間の割り振りを行ってい
る場合があります。

期間又は日数
その都度必要と認める期間
その都度必要と認める期間

出産予定日7週間(多胎妊娠の場合にあっては14週
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感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する
法律による交通の制限若しくは遮断又は健康診断の場
合

3日の範囲内においてその都度必要と認める期間
配偶者は10日、父母は血族7日・姻族3日、子は血族
5日・姻族1日、祖父母は血族3日・姻族1日、孫は血
族1日、兄弟姉妹は血族3日・姻族1日、伯叔父母は
血族1日・姻族1日の範囲内の期間
それぞれ1日

その都度必要と認める期間

妊娠中の女子職員が通勤に利用する交通機関の混雑の
程度が母体又は胎児の健康保持に影響があると認める
場合

女子職員の出産の場合

妊娠中又は出産後1年以内の女子職員が妊娠又は出産
に関し、母子保健法に規定する保健指導又は健康診査
を受ける場合

災害による職員の現住居の滅失又は破壊の場合

出産予定日7週間(多胎妊娠の場合にあっては14週
間）前から産後8週間を経過するまでの期間

妊娠6月までは4週間に1回、妊娠7月から9月までは2
週間に1回、妊娠10月から出産までは1週間に1回、
産後1年まではその間に1回とし、1回につき1日の範
囲内でその都度必要と認める時間
勤務時間の始め又は終わりにおいて、1日を通じて1
時間を超えない範囲内でそれぞれ必要と認める時間

生後1年に達しない生児を育てる場合
女子職員が生理日における勤務が著しく困難な場合

1日2回それぞれ30分間

職員の妻の出産の場合
地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等
により出勤することが著しく困難な場合
地震、水害、火災その他の災害時において、通勤途上
における身体の危険を回避する場合
骨髄移植のための骨髄液の提供希望者としてその登録
を実施する者に対して登録の申出を行い、又は骨髄移
植のため配偶者、父母、子及び兄弟姉妹以外の者に骨
髄液を提供する場合で、当該申出又は提供に伴い必要

職員の配偶者、父母又は子の追悼のための特別な行事
のため勤務しないことが相当であると認められる場合

職員の親族が死亡した場合で、職員が葬儀、服喪その
他の親族の死亡に伴い必要と認められる行事等のため
勤務しないことが相当であると認められる場合

7日の範囲内においてその都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間

連続する7日の範囲内の期間

2日の範囲内においてその都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間

職員が結婚する場合で、結婚式、旅行その他の結婚に
伴い必要と認められる行事等のため勤務しないことが
相当であると認められる場合

髄液を提供する場合で、当該申出又は提供に伴い必要
な検査、入院等をする場合

夏季において心身の健康の保持及び増進又は家庭生活
の充実のため勤務しないことが相当であると認められ
る場合

1の年の7月から9月までの期間内において7日
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３　年次有給休暇の取得状況

４　育児休業等の状況
　(1) 育児休業

平成21年度 

(注)１　平均取得日数は、4月1日から3月31日までの市長事務部局の一般職の平均取得日数です。

育児休業とは 職員が任命権者の承認を受けて その3歳に満たない子を養育するため 子が3歳に達す

平均取得日数 (前年（前年度）比＋0.2 日)

1の年度において5日（養育する小学校就学の始期に
達するまでの子が2人以上の場合にあっては10日）
の範囲内の期間

当該期間内における5日の範囲内の期間

11.5 日

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員
が、その子の看護のため勤務しないことが相当である
と認められる場合

職員の妻が出産する場合であってその出産予定日の7
週間前の日から当該出産の日後8週間を経過する日ま
での期間にある場合において、当該出産に係る子又は
小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員
が、これらの子の養育のため勤務しないことが相当で
あると認められる場合

11.3 日

自発的に、かつ、報酬を得ないで社会に貢献する活動
を行うため勤務しないことが相当であると認められる
場合

1の年度(4月1日から翌年の3月31日までの期間)にお
いて5日の範囲内で必要と認める期間

勤続10年を経過した職員にあっては勤続10年に達す
る日が属する年度の翌年度において1日、勤続20年
を経過した職員にあっては勤続20年に達する日が属
する年度の翌年度において連続する2日の範囲内の
期間、勤続30年を経過した職員にあっては勤続30年
に達する日が属する年度の翌年度において連続する
3日の範囲内の期間

(参考)平成20年

長期にわたり勤続した職員が、心身の活力を維持し、
及び増進するため勤務しないことが相当であると認め
られる場合

区分

負傷、疾病又は老齢により2週間以上にわたり日常生
活を営むのに支障がある者の介護をするため、勤務し
ないことが相当であると認められる場合

1の年度において5日（要介護者が2人以上の場合に
あっては10日）の範囲内の期間
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　(2) 育児短時間勤務

　(3) 部分休業

　　　＜育児休業・育児短時間勤務・部分休業の状況＞

５　時間外勤務の状況

(注) 月あたり平均時間外勤務時間数は、一般職のうち時間外勤務手当対象職員の4月1日から3月31日まで

うち男性 うち女性

(参考)平成20年度
月あたり平均時間外勤務時間数

　育児休業とは、職員が任命権者の承認を受けて、その3歳に満たない子を養育するため、子が3歳に達す
る日までの期間を限度として、職務に従事しないことを可能とする制度で、休業をしている期間について
は、給与は支給されません。

　部分休業とは、職員が任命権者の承認を受けて、その小学校就学の始期に達するまでの子を養育するた
め、1日の勤務時間の一部（2時間を限度）について勤務しない制度で、休業した期間については、給与が
減額されます。

(前年度比＋0.7 時間)
平成21年度区分

10.6 時間11.3 時間

平成20年度 増減

　育児短時間勤務とは、職員が任命権者の承認を受けて、その小学校就学の始期に達するまでの子を養育
するため、1週間又は1日の勤務時間を短時間として勤務する制度で、短時間勤務をしている期間について
は、給与がその勤務時間に応じて割合按分されます。

休
業
等
の
種
類
及
び

休
業
者
等
数

150人

休業者等数 休業者等数 休業者等数

1人 149人
うち男性

区分
平成21年度

▲4人 ±0人1人 153人 ▲4人
うち男性 うち女性 うち女性

(0.7％) (99.3％) (0.6％) (99.4％) 

154人

66人 0人 66人 61人 0人 61人 ＋5人
(0.0％) (100.0％) (0.0％) (100.0％) 

11人 0人 11人 7人 0人

±0人

7人 ＋4人 ±0人

＋5人

＋4人
(0.0％) (100.0％) (0.0％) (100.0％) 

6人 0人 6人 7人 0人 7人 ▲1人 ±0人 ▲1人
(0.0％) (100.0％) (0.0％) (100.0％) 

34人 0人 34人 16人 0人 16人 ＋18人 ±0人 ＋18人

14人 ＋6人
(0.0％) (100.0％) (0.0％) (100.0％) 

20人 0人 20人 14人 0人
(0.0％) (100.0％) (0.0％) (100.0％) 

うち新規
(構成比)

育児短時間勤務
(構成比)

部分休業
(構成比)

うち新規

±0人 ＋6人

育児休業

(構成比)

(構成比)
うち新規
(構成比)

(注) 月あたり平均時間外勤務時間数は、 般職のうち時間外勤務手当対象職員の4月1日から3月31日まで
　 の年間時間外勤務時間数を対象職員数で除したものを、さらに12月で除したものです。
　 　なお、休日勤務時間数を含みます。
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第４章　職員の分限及び懲戒処分の状況

処分事由

処分内容

(前年度比＋4 人)

減給

停職 4 人

0 人

免職 0 人 (前年度比▲1 人)

休職

1 人

免職
　勤務実績不良
休職
　心身の故障

1 人

0 人

２　懲戒処分の状況（平成21年度）

(前年度比＋1 人)

(前年度比＋1 人)

戒告

処分を受けた職員数

降給

停職
　非違行為
減給
　非違行為

(前年度比▲1 人)

28 人

処分内容

処分事由

0 人

免職

降任

処分を受けた職員数
１　分限処分の状況（平成21年度）

(前年度比＋1 人)
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１　職員の守るべき義務の概要

２　職務専念義務免除の状況

３　営利企業等従事の許可状況

区分 免除事由

第５章　職員の服務の状況

大学等での研修講師等
許可件数 従事内容

　地方公務員法第30条は、服務の根本基準として、「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のため
に勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と規定してい
ます。この根本基準の趣旨を具体的に実現するため、同法は、職員に対し、法令等及び上司の職務上の命令
に従う義務（同法第32条）、信用失墜行為の禁止（同法第33条）、秘密を守る義務（同法第34条）、職務に
専念する義務（同法第35条）、政治的行為の制限（同法第36条）、争議行為等の禁止（同法第37条）、営利
企業等の従事制限（同法第38条）など、服務上の強い制約を課しています。

22 件

区分

　「職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その他
の団体の役員その他人事委員会規則(人事委員会を置かない地方公共団体においては、地方公共団体の規則)
で定める地位を兼ね、若しくは自ら営利を目的とする私企業を営み、又は報酬を得ていかなる事業若しくは
事務にも従事してはならない。」（地方公務員法第38条）とされています。

平成21年度

平成21年度

　「職員は、法律又は条例に特別の定がある場合を除く外、その勤務時間及び職務上の注意力のすべてをそ
の職責遂行のために用い、当該地方公共団体がなすべき責を有する職務にのみ従事しなければならない。」
（地方公務員法第35条）とされています。ただし、職務に専念する義務の特例に関する条例により、研修を
受ける場合、厚生に関する計画の実施に参加する場合、その他任命権者が定める場合に、任命権者の承認を
得て、職務専念義務が免除されることがあります。

国民体育大会への参加等
免除件数

7 件

18/2118/21



１　研修の概要

　　　＜研修体系及び実施状況＞

新任課長研修
ハラスメント防止、メンタルヘルス

係長級研修Ⅱ

学校等
140 人

彩の国さいたま人づくり広域連合

新任課長補佐研修

職場内接遇研修、人権問題研修、クレーム対応接遇研修等

105 人

ＪＳＴ、ＪＫＥＴ、接遇等
9 人

海外派遣研修

第６章　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

主事・
技師級

のべ研修人員は2,909人です。

リスクマネジメント等

　　実施した研修は、合計で39コースあり、

交渉能力向上、政策法務等

課長補佐級

第一線のリーダーの役割
経営能力養成

日常業務研修、部門別専門研修

一般研修

主任級職員研修Ⅰ
グループ課題研究

階層別研修
1,287 人

地方自治制度、公務員制度等

主事補・
技師補級

自治大学校、大学院、国土交通大学校、
全国建設研修センター、市町村職員中央研修所等

講師養成研修

ＯＪＴ応用実践・コーチング等

上級職員研修

主任級
主任級職員研修Ⅱ

課長級

2,650 人 初級職員研修

管理者研修専門研修
1,363 人

新規採用職員研修
（前期・接遇・後期）

公務員ルール、職場のマナーと接遇、
自立(律)型職員を目指して等

職場研修

新任係長研修 部下の指導・育成等

259 人

公務員倫理、政策形成能力開発
地方自治法、地方公務員法等

専門研修、行政課題研究セミナー等

派遣研修

係長級研修Ⅰ

政策形成
ストレスコーピング、公務員倫理

係長級

法律講座
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２　職員の勤務成績の評定方法及び活用方法の概要等

1 人

市長に提言する政策提言チーム
自主研修

民間企業派遣研修

　毎年、原則として10月1日現在において、部長及び部長相当職を除く全職員を対象に、勤務評定を実施して
います。この評定結果は、昇任、研修、配置転換等に活用しています。

海外派遣研修

自己啓発 図書斡旋

4 人
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１　福利厚生制度の概要

(財)川口市職員互助会

認定件数
46 件

３　公務災害の発生状況（平成21年度）

通勤災害

　職員の公務災害補償制度は、地方公務員災害補償基金埼玉県支部が実施しています。基金は、職員が公務
上の災害（負傷、疾病、障害及び死亡）又は通勤による災害を受けた場合に、その災害によって生じた損害
の補償と、被災職員の社会復帰の促進及び職員・遺族の援護を図るために必要な事業を行うことを目的とし
ています。具体的には、地方公務員法第45条に基づいて定められた地方公務員災害補償法により定められて
います。

公務災害
区分

2 件
(前年度比▲14 件)
(前年度比▲3 件)

67,957 千円 

第７章　職員の福祉及び利益の保護の状況

埼玉県市町村職員共済組合
市負担金額
3,637,799 千円 

区分

　職員の共済制度は、地方公務員法第43条に基づいて定められた地方公務員等共済組合法によって具体的に
定められています。共済制度は、埼玉県市町村職員共済組合が実施しています。共済組合では、組合員であ
る職員とその被扶養者の病気・けが・出産・死亡等に対して必要な給付を行う「短期給付事業」、職員の退
職・障害・死亡に対して年金又は一時金の給付を行う「長期給付事業」、健康の保持増進事業や住宅資金の
貸付け等の「福祉事業」の3つの事業を行っています。
　また、地方公務員法第42条に定める職員の相互扶助及び福利の増進を目的として、職員互助会において、
職員の冠婚葬祭に際しての給付や生活物資の斡旋等の事業を実施しています。

　共済組合の事業を運営する費用は、組合員である職員の掛金と使用者である市の負担金によって賄われて
います（掛金率・負担金率については法定）。
　また、職員互助会の事業を運営する費用についても、会員である職員の掛金と使用者である市の負担金に
よって賄われています。

２　福利厚生制度に係る市の負担状況（平成21年度）
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１　勤務条件に関する措置の要求の状況

２　不利益処分に関する不服申立ての状況

第２編　公平委員会の業務の状況

平成21年度は、勤務条件に関する措置要求はありませんでした。 

平成21年度は、不利益処分に関する不服申立てはありませんでした。 
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